
　　　　　　　　　＜令和5年度予算＞

１　多胎児を妊娠した者に対する妊婦健康診査費用の追加助成【充実】　　168,497千円

　　母体への負担が特に大きく、単胎児を妊娠した場合よりも多くの健診受診が推

　奨される多胎児を妊娠した者に対し、14回を超える妊婦健診費用の助成を新たに

　行う。

　＊　助成対象

　　・単胎児を妊娠した者　1～14回目の健診費用

　　・多胎児を妊娠した者　1～19回目の健診費用

２　３歳児健診（視力検査）への屈折検査の導入【充実】 6,525千円

　　子どもの弱視の原因となり得る屈折異常の早期発見を目的として、３歳児健診

（視力検査）に屈折検査（※）を導入する。

　※検査機器により数秒で屈折異常（遠視、近視、乱視、不同視）や斜視の有無

　　を検出

　＊　導入時期　令和5年4月

３　保育定員の拡大【充実】 1,332,067千円

　　保育ニーズの増加に対応するため、私立認可保育所等を開設する事業者に対し

　て開設準備経費の一部を補助する。

　※  保育定員の拡大

　　　　令和4年4月1日　定員 6,601人

　　　　令和5年4月1日  定員 6,749人（見込み）前年比＋148人

　　　　令和6年4月1日　定員 7,154人（見込み）前年比＋405人　合計＋553人

　1)　私立認可保育所（新規開設）

令和５年度予算子育て支援施策関係概要

資料 ２－１

施設名（仮称）
ポピンズナーサリースクール
　晴海フラッグ1（本園・分園）

ポピンズナーサリースクール
　晴海フラッグ2

運営事業者 株式会社　ポピンズエデュケア 株式会社　ポピンズエデュケア

予 定 地 晴海5丁目（住居番号未定） 晴海5丁目（住居番号未定）

定  員 124人程度（0～5歳児） 100人程度（0～5歳児）

開設時期 令和6年4月（予定） 令和6年4月（予定）

施設名（仮称）
さくらさくみらい
　パークタワー勝どき

運営事業者 株式会社　さくらさくみらい

予 定 地 勝どき4丁目（住居番号未定）

定  員 30人程度（1～5歳児）

開設時期 令和6年4月（予定）
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　2)　私立認可保育所（移転改築）

　3)　公私連携幼保連携型認定こども園（新規開設）

　　※定員については今後の周辺地域の状況等を踏まえ改めて検討

４　医療的ケア児保育補助事業【充実】 22,680千円

　　保育所等における医療的ケア児の受入体制整備を促進するため、医療的ケア児

　受入にあたって看護師等を配置する経費について補助しているが、さらなる受入

　体制整備の促進に向け、看護師等に加え、保育補助者を配置する経費について新

　たに補助する。

　　＊　対象施設　　区内の認可保育所，認定こども園

　　＊　補 助 額　　1施設あたり月額18万円

施設名（仮称） モニカ人形町園

運営事業者 株式会社　モニカ

予 定 地
日本橋人形町3丁目4番
（住居番号未定）

定  員 60人→63人程度（1～5歳児）

移転時期 令和6年4月（予定）

施設名（仮称） 晴海地区認定こども園

運営事業者 学校法人渋谷教育学園

予 定 地 晴海4丁目8番1号

定  員
短時間利用　150人程度（3～5歳児）

長時間利用　 80人程度（1～5歳児）

開設時期 令和6年4月（予定）
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５　学校給食費・保育所等副食費の無償化【新規】 633,510千円

　　コロナ禍に加え物価高騰などにより子育て家庭の負担が大きくなっていること

　を踏まえ、教育・保育に係る保護者負担と徴収等に係る事務負担の軽減を図るこ

　とを目的に、令和5年4月分から学校給食費および保育所等副食費の無償化を実施

　する。

　　＊　無償化の対象範囲

　　＊　無償化による負担軽減額

６　保育支援者雇用に対する助成【充実】 43,500千円

　　　　保育支援者が園外活動時の見守り等にも取り組む場合の補助基準額を引き上げ

　ることにより、保育支援者の雇用を促し、さらなる保育士の負担軽減を図る。

　  ＊　対象施設　　区内の認可保育所，認定こども園，地域型保育事業

　　＊　補助上限額　保育支援者が園外活動時の見守り等にも取り組む場合

　　　　　　　　　　月額10万円 → 14万5千円

７　保育士等宿舎借上支援事業【充実】 605,340千円

　　保育従事職員の確保および離職防止を目的に、保育従事職員の宿舎借上げを行

　う事業者に対して借上げに要する経費の一部を補助しているが、経験豊富な職員

　の確保を支援し、保育の質の向上を図るため補助要件の雇用年数制限（現行8年）

　を廃止する。

　　＊　対象施設　区内の認可保育所，認定こども園，認証保育所，

　　　　　　　　　地域型保育事業

　　＊　補助内容　・補助率　7/8

　　　　　　　　　・上限額　1戸あたり月額7万1千円

（１人あたり月額）

学 校 給 食 費
保育所等副食費

区補助額 保護者負担額

小学校（低学年） 4,140 円 4,140 円 0 円

小学校（中学年） 4,360 円 4,360 円 0 円

小学校（高学年） 4,600 円 4,600 円 0 円

中学校 5,200 円 5,200 円 0 円

未就学児 4,500 円 4,500 円 0 円

児童・生徒（学校給食費） 未就学児（副食費）

中央区立小学校
中央区立宇佐美学園（昼食分）
中央区立中学校

認可保育所
認定こども園
認証保育所（1号認定を除く）

- 3 -



８　子ども医療費助成の対象拡大【充実】 1,003,771千円

　　高校生等の保健の向上と健全な育成を図ることを目的に、子ども医療費助成の

　対象を令和5年4月から高校生世代まで拡大する。

　　＊　助成内容　18歳に達する日以後の最初の3月31日までの者に係る医療費の

　　　　　　　　　うち、

　　 　　　　　　 ①通院・入院に係る保険診療の自己負担分

　　　　　　　　　②入院時の食事療養標準負担額

　　＊　所得制限　なし

９　養育費確保支援事業【新規】 715千円

　　母子・父子家庭の生活の安定と児童の福祉増進を図るため、養育費の確保に向

　けた支援として、新たに補助制度を創設する。

　　＊　補助内容

　　※ＡＤＲ

　　　中立的な第三者の専門家に関与してもらい、話し合いにより解決を図る方法

10　子ども・子育て支援事業計画の改定【新規】 17,624千円

　　「第二期中央区子ども・子育て支援事業計画」が、令和６年度末をもって計画

　期間が満了となることから、「第三期中央区子ども・子育て支援事業計画」の策

　定に向けて、子育て支援に関するニーズ調査などを実施する。

　　＊　スケジュール　令和5年度　子育て支援に関するニーズ調査　など

　　　　　　　　　　　令和6年度　計画策定

　　＊　計画期間　　　令和7年度～令和11年度（5年間）

項目 対象経費 上限額

(1)公証人手数料令に定める公証人手数料

(2)家庭裁判所の調停申立てに必要な収入
　 印紙代，戸籍謄本等添付書類取得費用
   および連絡用の郵便切手代

(3)家庭裁判所の裁判に要する収入印紙代，
　 戸籍謄本等添付書類取得費用および連
   絡用の郵便切手代

(1)ＡＤＲの申立料および依頼料

(2)1回目の調停期日に係る費用

(3)2回目以降の調停期日に係る費用 30,000円

養育費保証契約の締結に係る支援 養育費保証契約における初回の保証料 50,000円

43,000円公正証書等作成支援

ＡＤＲ利用に係る支援

20,000円
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11　民間学童クラブ誘致による定員拡大【充実】 36,180千円

　　学童クラブの待機児童数の増加や今後の晴海地区の人口増加を踏まえ、民設民

　営の学童クラブを区内に誘致するため、開設に要する経費および運営に要する経

　費の一部を補助する。

　　※　学童クラブの登録定数の拡大（民間学童含む）

　　　　　令和4年4月1日　定員755人

　　　　　令和5年4月1日　定員795人（見込み）前年比＋40人

　　　　　令和6年4月1日　定員835～915人（見込み）前年比＋40～120人

　　＊　令和5年度誘致内容

　　　・事業者数　　1事業者

　　　・クラブ数　　3クラブ内

　　　・定員数　　　1クラブあたり40人程度

　　　　　・開設地域　　月島地域

　　　・開設予定日　令和6年4月1日

12　学校での健康診断における脊柱側弯症検診の導入【新規】 3,630千円

　　児童・生徒における脊柱側弯症の早期発見を図るため、定期健康診断に加え、

　脊柱側弯症検診を新たに実施する。

　　＊　対象学年　小学校5年生および中学校1年生

13　晴海西小学校・晴海西中学校の整備 11,433,742千円

　　晴海地区における児童・生徒数の増加に対応するため、晴海五丁目に小学校と

　中学校を整備する。

　　＊　建物規模　　　地下1階・地上5階

　　＊　教室数等　　　小学校：普通教室30学級　中学校：普通教室15学級

　　＊　スケジュール　平成29年度～令和元年度　基本設計・実施設計　　

　　　　　　　　　　　令和3年度～5年度　  　　建設工事

　　　　　　　　　　　令和6年4月　　　 　 　　開校（予定）

14　晴海西小学校第二校舎の整備【新規】 50,257千円

　　晴海地区における児童数の増加に対応するため、晴海四丁目に晴海西小学校の

　第二校舎を整備する。

　　＊　スケジュール　令和5年度～7年度　　基本設計・実施設計　　

　　　　　　　　　　　令和8年度～11年度　 建設工事（予定）

　　　　　　　　　　　令和12年度　　　　  開設（予定）

15　日本橋中学校の改築【新規】 193,020千円

　　生徒数の増加に対応ができるよう、日本橋中学校の改築を行い、良好な教育環

　境の維持・向上を図る。併せて、隣接する千代田公園を再整備し、学校と公園そ

　れぞれの機能の更新を図る。

　　なお、解体・建設工事期間中は、浜町公園内に整備する仮校舎を使用する。

　　＊　スケジュール　

　　　　令和5年度～6年度　 　基本設計・実施設計，仮校舎整備　　

　　　　令和7年度～10年度　　仮校舎への移転，校舎解体工事，新校舎建設工事

　　　　令和11年度　　 　　  新校舎開設（予定）
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16　一時預かり保育利用料などにおける納付手段の拡大【新規】 9,683千円

　　一時預かり保育利用料などの納付における利便性の向上を図るため、納付方式

　を拡大する。

　【納付方式】

　　口座振替，コンビニ納付

　　1）　口座振替

　　　＊　納付対象

　　　　　一時預かり保育利用料（トワイライトステイ含む），学童クラブ延長利

　　　　　用料，プレディ延長利用料，区立幼稚園預かり保育料

　　2）　コンビニ納付

　　　＊　納付対象

　　　　　一時預かり保育利用料（トワイライトステイ含む），学童クラブ延長利

　　　　　用料，プレディ延長利用料

17　育ちの相談・サポート機能等の充実に向けた施設の再編整備　　560,178千円

　　郷土天文館が本の森ちゅうおうへ移転したことに伴い、跡スペースを活用し、

　子どもと子育て家庭に対する総合的な相談・支援体制や障害者・児等に対するサー

　ビス提供体制の強化など、育ちの相談・サポート機能等の充実を図るため、周辺

　の既存施設も含めた施設の再編整備を行う。

　　＊　対象施設および主な整備内容

　　1） 中央区保健所等複合施設

　　　・教育センター（5・6階）　　　　　4階から6階へ移転，相談室および適応

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　教室等スペースの拡充

　　　・子ども家庭支援センター（4階） 　総合相談機能を勝どきから移転整備

　　　・子ども発達支援センター（3階） 　個別療育室の拡充

　　　・福祉センター（2･5階）　　　 　　生活介護（成人室）スペースの拡充（定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　員拡大），就労継続支援Ｂ型（作業室）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を他施設へ移転

　　　・明石町保育園（1階）　 　　　　　医療的ケア児専用保育室等の整備

　　2） 明石町住宅等複合施設（現　リサイクルハウスかざぐるま明石町）

　　　　2階および3階部分を福祉センター（就労継続支援Ｂ型）に転用（定員拡大）

　　3） ハイテクセンター等複合施設「京華スクエア」

　　　　3階および1階の一部をリサイクルハウスかざぐるまに転用

　　＊　スケジュール　

　　　　令和3年11月～令和4年8月　　基本設計・実施設計　　

　　　　令和4年12月～令和6年8月　　工事　※原則、休館を伴わない工事を実施

　　　　※各フロア工事完了後、順次供用を開始
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　　　　　　　　　　　　＜令和4年度2月補正予算＞

１　出産・子育て応援事業【新規】 536,823千円

　　妊婦・子育て世帯が安心して出産・子育てできるよう、妊娠期から出産・子育てまで

　一貫して相談に応じ必要な支援につなぐ伴走型相談支援および出産・子育て費用の負担

　軽減を図る経済的支援を一体的に実施する。

　　1)　伴走型相談支援

　　　＊　面談実施時期　　・妊娠届出時

　　　　　　　　　　　　　・妊娠8カ月頃

　　　　　　　　　　　　　・出生後（新生児訪問時）

　　　＊　開始予定時期　　令和5年4月

　　2)　経済的支援

　　　　妊婦に出産応援ギフト、出産後の子育て世帯に子育て応援ギフトを支給する。

　　　＊　支給対象者

　　　　・出産応援ギフト　　妊娠届出時の面談を受けた妊婦

　　　　・子育て応援ギフト　新生児訪問時に面談を受けた子育て世帯

　　　＊　ギフト内容

　　　　　出産応援ギフト、子育て応援ギフトともに、専用Ｗｅｂサイトで利用できる

　　　　5万円分（計10万円分）のギフトカード（Ｗｅｂカタログギフト）

　　　＊　開始予定時期　　　令和5年4月

　　　　※　令和4年4月から事業開始までの間に妊娠・出産した方も経済的支援の対象と

　　　　　する。

２　バースデーサポート【新規】 43,171千円

　　2歳を迎える子どもがいる家庭の子育てを応援するために、子育ての状況を把握し、

　必要な情報提供や相談支援を行うとともに、ギフトカードを支給する。

　　＊　支給対象者

　　　　令和5年4月以降に2歳を迎える子どもがいる区内の子育て世帯

　　　※　区で実施する1歳6カ月児健診を受診するなど支給要件あり

　　＊　ギフトカードの内容

　　　　育児用品などに利用できるＷｅｂカタログギフト

　　　　第1子　1万円相当　　第2子　2万円相当　　第3子　3万円相当

　　＊　開始予定時期　　　令和5年4月
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